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本資料には、将来の業績に関する記述が含まれております。こうした記述は、将来の業績を保証するものではなく、リスクや不確実性を
内包するものです。 
 

将来の業績は、経営環境の変化などにより、目標対比異なる可能性があることにご留意ください。 
 

Yamanashi Chuo Bank 



16/9期 17/9期 18/9期

（中間期） （中間期） （中間期） 増　　減 増減率 増　　減 増減率

3,048,523 3,119,868 2 ,921 ,421 71,345 2.34 △ 198,447 △ 6.36

1,490,076 1,509,388 1 ,608 ,959 19,312 1.29 99,571 6.59

有価証券 1,312,208 1,135,049 1 ,203 ,571 △ 177,159 △ 13.50 68,522 6.03

コールローン 39,401 308,090 21 ,692 268,689 681.93 △ 286,398 △ 92.95

預け金（除無利息分） 193,325 154,242 73 ,941 △ 39,083 △ 20.21 △ 80,301 △ 52.06

2,951,461 3,035,403 3 ,095 ,895 83,942 2.84 60,492 1.99

2,856,148 2,923,048 2 ,960 ,707 66,900 2.34 37,659 1.28

コールマネー － － 12 － － 12 －

－ － － － － － －

18/9期－17/9期

平
　
　
　
残

資金運用勘定

うち貸出金

資金調達勘定

うち預金等

（参考）金銭の信託

17/9期－16/9期

２０１８年度中間決算の概況 ① 

1.14 1.00 1 .03 △ 0.14 0.03

1.13 1.05 0 .98 △ 0.08 △ 0.07

有価証券利回 1.34 1.32 1 .19 △ 0.02 △ 0.13

コールローン利回 0.42 0.08 0 .45 △ 0.34 0.37

預け金利回 △ 0.01 △ 0.00 0 .09 0.01 0.09

0.06 0.07 0 .02 0.01 △ 0.05

0.04 0.01 0 .01 △ 0.03 0.00

コールマネー利回 － － 2 .18 － 2.18

借用金利回 0.30 0.98 0 .03 0.68 △ 0.95

0.96 0.93 0 .90 △ 0.03 △ 0.03

0.99 0.97 0 .89 △ 0.02 △ 0.08

1.09 1.04 0 .97 △ 0.05 △ 0.07

1.08 0.93 1 .01 △ 0.15 0.08

0.13 0.10 0 .07 △ 0.03 △ 0.03

0.15 0.03 0 .14 △ 0.12 0.11

利
　
　
回
　
・
　
利
　
　
鞘

預貸金利回差

資金運用・調達利回差

預貸金利鞘

総資金利鞘

資金運用利回

うち貸出金利回

資金調達利回

うち預金等利回

資金調達原価

経費率

（単位：百万円、％） 
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２０１８年度中間決算の概況 ② 

16/9期 17/9期 18/9期

（中間期） （中間期） （中間期） 増減額 増減率 増減額 増減率

16,517 14,624 14 ,773 △ 1,893 △ 11.46 149 1.01

8,469 7,952 7 ,909 △ 517 △ 6.10 △ 43 △ 0.54

有価証券利息 8,867 7,565 7 ,185 △ 1,302 △ 14.68 △ 380 △ 5.02

コールローン利息 83 137 49 54 65.06 △ 88 △ 64.23

預け金利息 △ 13 △ 3 36 10 76.92 39 1,300.00

2,016 2,215 2 ,287 199 9.87 72 3.25

2,943 △ 336 985 △ 3,279 △ 111.41 1,321 393.15

3,820 209 1 ,207 △ 3,611 △ 94.52 998 477.51

－ － － － － － －

13,758 13,700 13 ,365 △ 58 △ 0.42 △ 335 △ 2.44

7,719 2,802 4 ,680 △ 4,917 △ 63.69 1,878 67.02

7,719 2,802 4 ,680 △ 4,917 △ 63.69 1,878 67.02

3,899 2,592 3 ,473 △ 1,307 △ 33.52 881 33.98

△ 522 271 △ 1,042 793 151.91 △ 1,313 △ 484.50

20 749 24 729 3,645.00 △ 725 △ 96.79

株式等関係損益 983 3,864 1 ,794 2,881 293.08 △ 2,070 △ 53.57

投資信託解約損 1,177 4,018 2 ,745 2,841 241.37 △ 1,273 △ 31.68

不良債権処理額 33 0 32 △ 33 △ 100.00 32 －

7,196 3,074 3 ,638 △ 4,122 △ 57.28 564 18.34

△ 42 △ 257 △ 32 △ 215 △ 511.90 225 87.54

2,013 9 782 △ 2,004 △ 99.55 773 8,588.88

62 569 152 507 817.74 △ 417 △ 73.28

5,078 2,237 2 ,670 △ 2,841 △ 55.94 433 19.35

18/9期－17/9期

　資金利益

 
17/9期－16/9期

損
　
　
　
　
　
　
　
　
　
益

　役務取引等利益

経常利益

特別損益

法人税、住民税及び事業税

法人税等調整額

経費

一般貸倒引当金繰入額

中間純利益

業務純益

臨時損益

うち貸倒引当金戻入益

うち貸出金利息

　その他業務利益

うち国債等債券関係損益

修正業務純益

コア業務純益

（単位：百万円、％） 
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資本配賦の状況 

1,729  

1,218  

615 

326 346  

511  

480 

255 

587  

55 

48 

172 
5 

-500

0

500

1,000

1,500

2,000

（億円） 

 自己資本額: 

 2017年度通期決算 

 1,729億円 

 配賦可能資本 

 2017年度 
 通期決算 

 1,218億円 

2018年度上半期 
資本配賦額合計 

1,155億円 

2018年9月末 
統合リスク量 

630億円 

2018年9月末 
政策投資株式 
評価損益 

346億円 

2018年9月末 
リスクテイク可能額 

587億円 

留保分： 
自己資本比率 
4％相当額 
511億円 

2018年9月末 
純投資評価損益 

172億円 

オペレーショナル・リスク 

その他 

信用リスク 

市場リスク 
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従業員数・店舗数の推移 

※１ 機能特定店は、個人推進店、個人ローン推進店、特定店（ライフスクエア甲府支店）および非対面店（インターネット富士山支店）の 
     合計です。 
※２ 中央市場支店は国母支店内で、住吉支店は南支店内で、千塚支店は湯村支店内で、美術館前支店はライフスクエア甲府支店内で 
     それぞれ営業しております。 

（単位：人、店、か所） 

09/3期比
増　　　減

1,605 1,659 1,705 1,704 1,708 1,699 1,675 1,677 1,685 1,737 1,773 168

760 789 776 736 714 691 672 678 711 714 702 △ 58

92 91 91 91 90 90 90 91 91 92 92 0

単独店 43 42 42 42 43 41 41 42 42 41 41 △ 2

エリア／フルバンキング店 22 22 22 21 21 21 21 21 21 21 21 △ 1

エリア／機能特定店、非対面店 27 27 27 28 26 28 28 28 28 30 30 3

0 0 1 2 1 1 1 0 0 0 1 1

5 5 5 5 6 7 7 8 8 8 8 3

134 132 130 129 126 129 130 133 135 141 140 6

18/9期09/3期 18/3期16/3期 17/3期

従業員数

15/3期10/3期 11/3期 12/3期 13/3期 14/3期

パートタイマー

ライフスクエア・ローンスクエア

店舗外ATMコーナー数

店舗数（含む出張所）

法人営業所

※１ ※２ 
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預金の状況（末残） 

20,546  20,201  20,795  21,186  21,432  21,356  

4,436  4,509  
4,469  

4,609  4,609  4,728  

2,670  2,753  
2,806  

2,907  2,806  2,865  
844  640  

632  
659  653  677  

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

16/3 16/9 17/3 17/9 18/3 18/9

（億円） 

合 計 29,501 29,363 

地域別残高推移（末残） マーケット別残高推移（末残） 

28,105 

郡内地域 

国中地域 

西東京 
ﾌﾞﾛｯｸ 

東京ﾌﾞﾛｯｸ 
28,497 

20,280  20,465  20,723  20,877  20,960  21,100  

5,805  5,732  5,894  6,341  6,280  6,375  

2,411  1,906  
2,085  

2,144  2,260  2,152  

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

16/3 16/9 17/3 17/9 18/3 18/9

（億円） 

合 計 29,501 

＋264 
（＋0.8％） 

28,497 28,703 

地公体等 

法 人 

個 人 
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28,703 

29,627 

28,105 

29,363 29,627 



貸出金の状況（末残） 

地域別残高推移（末残） マーケット別残高推移（末残） 

7,241  7,015  7,235  6,926  7,370  7,272  

1,055  1,036  1,040  
1,061  

1,111  1,114  

1,868  2,008  
2,124  2,271  

2,444  2,609  

3,158  3,265  
3,329  3,331  

3,491  3,742  

1,888  1,796  
1,753  1,730  

1,847  
1,826  

-1,000

1,000

3,000

5,000

7,000

9,000

11,000

13,000

15,000

17,000

16/3 16/9 17/3 17/9 18/3 18/9

（億円） 

合 計 

東京ﾌﾞﾛｯｸ 

西東京 
ﾌﾞﾛｯｸ 

郡内地域 

国中地域 

16,265 

3,068  2,896  2,838  2,636  2,752  2,788  

8,423  8,457  8,853  8,883  
9,630  9,829  

3,721  3,768  
3,793  3,802  

3,882  3,946  

-1,000

1,000

3,000

5,000

7,000

9,000

11,000

13,000

15,000

17,000

16/3 16/9 17/3 17/9 18/3 18/9

（億円） 

合 計 16,265 

15,213 15,121 
15,322 

本部所管 
貸出金 

＋1,242 
（＋8.1％） 

個 人 

事業先 

国・地公体 

15,484 
15,213 

（注）本部所管貸出は、財務省向け貸出、ローン・パーティシペーションおよび譲受債権等をいう。 
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15,484 

16,564 

15,121 
15,322 

16,564 



業種別貸出金（ローンポートフォリオ） 

貸出残高 構成比 貸出残高 構成比 貸出残高 構成比

製造業 161,253 9.9% 170,562 10.3% 9,309 0.4Ｐ

農業、林業 2,443 0.2% 3,147 0.2% 704 0.0Ｐ

漁業 29 0.0% 28 0.0% △ 1 0.0Ｐ

鉱業、採石業、砂利採取業 4,018 0.2% 3,984 0.2% △ 34 0.0Ｐ

建設業 37,426 2.3% 33,926 2.1% △ 3,500 △ 0.2Ｐ

電気・ガス・熱供給・水道業 31,428 1.9% 31,417 1.9% △ 11 0.0Ｐ

情報通信業 14,159 0.9% 16,670 1.0% 2,511 0.1Ｐ

運輸業、郵便業 86,053 5.3% 86,554 5.2% 501 △ 0.1Ｐ

卸売業、小売業 116,685 7.2% 118,643 7.2% 1,958 0.0Ｐ

金融業、保険業 80,980 5.0% 79,538 4.8% △ 1,442 △ 0.2Ｐ

不動産業、物品賃貸業 271,635 16.7% 276,961 16.7% 5,326 0.0Ｐ

その他サービス業 156,925 9.6% 161,526 9.8% 4,601 0.2Ｐ

国・地方公共団体 275,284 16.9% 278,894 16.8% 3,610 △ 0.1Ｐ

その他（個人） 388,202 23.9% 394,634 23.8% 6,432 △ 0.1Ｐ

貸 出 金 合 計 1,626,528 100.0% 1,656,491 100.0% 29,963 －

前期比増減１８／９期１８／３期

（金額単位：百万円） 

―8― 



規模別貸出金残高・指定金融機関の受託状況 

規模別貸出金残高（末残） 

指定金融機関の受託状況（18/9期末） 

（単位：億円、％、ポイント） 

18/3期 18/3期 18/3期 18/3期 18/3期

前期比 前期比 前期比 前期比 前期比

残高 2,752 2,788 36 1,957 1,944 ▲ 13 6 55 49 18 16 ▲ 2 770 772 2

構成比 16.9% 16.8% ▲ 0.1 23.1% 23.2% 0.1 0.2% 2.1% 1.9 0.5% 0.4% ▲ 0.1 41.7% 42.3% 0.6

残高 3,249 3,427 178 278 276 ▲ 2 102 112 10 2,590 2,754 164 277 284 7

構成比 20.0% 20.7% 0.7 3.3% 3.3% 0.0 4.2% 4.3% 0.1 74.2% 73.6% ▲ 0.6 15.0% 15.6% 0.6

残高 231 220 ▲ 11 94 96 2 63 51 ▲ 12 74 72 ▲ 2 0 0 0

構成比 1.4% 1.3% ▲ 0.1 1.1% 1.1% 0.0 2.6% 2.0% ▲ 0.6 2.1% 1.9% ▲ 0.2 0.0% 0.0% 0.0

残高 6,149 6,181 32 3,166 3,048 ▲ 118 1,398 1,488 90 784 874 90 799 769 ▲ 30

構成比 37.8% 37.3% ▲ 0.5 37.3% 36.3% ▲ 1.0 57.2% 57.0% ▲ 0.2 22.5% 23.4% 0.9 43.3% 42.1% ▲ 1.1

残高 3,882 3,946 64 2,984 3,022 38 874 900 26 23 23 0 0 0 0

構成比 23.9% 23.8% ▲ 0.0 35.2% 36.0% 0.8 35.8% 34.5% ▲ 1.3 0.7% 0.6% ▲ 0.0 0.0% 0.0% 0.0

残高 16,265 16,564 299 8,481 8,387 ▲ 94 2,444 2,609 165 3,491 3,742 251 1,847 1,826 ▲ 21

構成比 100.0% 100.0% - 100.0% 100.0% - 100.0% 100.0% - 100.0% 100.0% - 100.0% 100.0% -
合　　　計

大　企　業

中堅企業

中小企業

非事業性個人

本部所管貸出

国
地方公共団体

全　　　　体 山梨県内 西東京ブロック 東京ブロック

18/9期 18/9期 18/9期 18/9期 18/9期

県 市 町　村 合　計

県内の自治体数 1 13 14 28

当行が指定金融機関を
受託している自治体数

1 13 10 24
―9― 



リスク管理債権 

＜銀行法に基づくリスク管理債権の開示＞ 

 当行では、部分直接償却を実施しておりません。 （単位：億円） 

（単位：億円） ※部分直接償却を実施した場合のリスク管理債権額（単体）は、以下のとおりとなります。 

１８／３期末 １８／９期末 前期比増減 １８／９期末連結

破 綻 先 債 権 額 21 16 △ 4 17
延 滞 債 権 額 236 208 △ 28 212
３ ヵ 月 以 上 延 滞 債 権 額 － 0 0 0
貸 出 条 件 緩 和 債 権 額 40 38 △ 1 38

299 263 △ 35 268
（1.83%） （1.59%） (△ 0.24Ｐ) (1.62%)

87.97% 86.01% △ 1.96Ｐ 86.23%

36 46 10 66

100.04% 103.60% 3.56Ｐ 111.03%

△ 36 231

　一般貸倒引当金残高  　　 （C)

263 227

　カバー率（一般貸倒引当金を含む）
　　　　　　　    　　 （B＋C）÷（A）

　リスク管理債権額合計　　 （A）

（貸出金残高に占める比率）

　担保・保証等による保全額（B）
（個別貸倒引当金を含む）

　カバー率　　　　　　   （B）÷（A）

１８／９期末
部分直接償却前①

１８／９期末
部分直接償却後②

増　　減
② － ①

破 綻 先 債 権 額 16 14 △ 1
延 滞 債 権 額 208 190 △ 18
３ ヵ 月 以 上 延 滞 債 権 額 0 0 0
貸 出 条 件 緩 和 債 権 額 38 38 0

263 244 △ 19

(1.59%) (1.47%) (△ 0.12P)
　リスク管理債権額合計

（貸出金残高に占める比率）
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金融再生法開示債権 

金融再生法開示債権額・比率の推移 金融再生法開示債権の保全状況 

40  38  36  40  40  39  

265  256  227  194  188  159  

78  74  98  
75  70  

65  

2.51% 
2.43% 

2.32% 

2.01% 1.83% 

1.58% 

0.00%

0.50%

1.00%

1.50%

2.00%

2.50%

3.00%

0

300

600

900

1,200

1,500

1,800

16/3 16/9 17/3 17/9 18/3 18/9

破産更生等債権 

危険債権 

要管理債権 

不良債権比率 

△0.25Ｐ 

299億円 

1兆6,346億円 

369 384 

不良債権合計 

△35 
（△11.7％） 

部分直接償却を 
実施した場合の 
不良債権比率 

 

1.47％ 

（億円） 

39 

159 

 
 

65 

 

41 

 

16 

100% 

要管理債権 

危険債権 

破産更生債権
及びこれらに
準ずる債権 

129 

貸倒引当金 

担保・保証等 

 

24 
貸倒引当金 

担保・保証等 

91.9% 

46.0% 

要管理債権 

危険債権 

破産更生債権及び
これらに準ずる債権 

開示債権 保全状況 保全率 

230 264 
（億円） （億円） 

貸倒引当金 

担保・保証等 

3 

14 

362 

 264億円 

1兆6,666億円 
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310 299 

87.1% 

264 



正常先
その他

要注意先
要管理先 破綻懸念先 実質破綻先 破綻先

新規 － 267 6 － 0 － －

正常先 14,970 15,126 62 8 4 1 － 0.04%

その他
要注意先 1,036 32 823 11 3 0 0 0.46%

要管理先 50 0 13 32 0 0 － 1.66%

破綻懸念先 188 0 18 － 150 5 0

実質破綻先 49 0 － － 0 41 1

破綻先 21 － － － 0 － 14

合計 16,315 15,427 924 52 159 49 16

１８／９期末

１８
／
３
期
末

破綻懸念先

以下への

劣化比率

（注）残高は、貸出金・支払承諾・外国為替・与信関係仮払金・未収利息を含めた総与信残高ベース。

　　　ただし、国・地方公共団体の残高および自己査定非抽出先は「正常先」に含めて記載。

総与信残高ベース
（18/3期末→18/9期末）

債務者区分の遷移 

下方遷移 

上方遷移 

（単位：億円） 
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有価証券ポートフォリオ ① 

＜時価評価前残高の推移＞ （単位：億円、％） 

残　高 構成比 残　高 構成比 残　高 構成比 残　高 構成比 残　高 構成比 残　高 構成比 残　高 構成比

5,924 41.4 4,645 37.9 3,819 32.1 3,459 31.2 3,763 31.1 4,145 34.1 686 2.9

2,273 15.9 1,913 15.6 1,621 13.6 1,626 14.7 1,689 14.0 1,892 15.6 266 0.9

790 5.5 678 5.5 451 3.8 347 3.1 507 4.2 489 4.0 142 0.9

9 0.1 8 0.1 8 0.1 7 0.1 7 0.1 6 0.1 △ 1 0.0

－ － － － － － -        － - - 5 0.0 5 0.0

92 0.6 74 0.6 62 0.5 49 0.4 59 0.5 66 0.5 17 0.1

393 2.8 378 3.1 338 2.9 344 3.1 405 3.3 405 3.3 61 0.2

政 策 投 資 株 式 277 1.9 277 2.3 266 2.2 266 2.4 255 2.1 255 2.1 △ 11 △ 0.3

純 投 資 株 式 115 0.8 100 0.8 71 0.6 78 0.7 150 1.2 150 1.2 72 0.5

2,168 15.2 1,797 14.7 2,053 17.3 1,201 10.8 394 3.3 323 2.7 △ 878 △ 8.1

2,651 18.5 2,750 22.5 3,529 29.7 4,044 36.5 5,251 43.5 4,829 39.7 785 3.2

14,304 100.0 12,247 100.0 11,884 100.0 11,080 100.0 12,078 100.0 12,164 100.0 1,084

投 資 信 託 等

合 計

地 方 債

政 府 保 証 債

財 投 機 関 債

金 融 債

事 業 債

株 式

16/9期 18/3期17/3期 前年同期比増減

外 国 債 券

国 債

16/3期 17/9期 18/9期
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前年同期比
増減

543 3,820 4,324 209 693 1,207 998

国債等債券売 却益 1,474 3,886 5,149 340 2,164 1,483 1,143

国債等債券売 却損 930 65 825 131 1,471 275 144

国 債 等 債 券 償 却 -               -               -               -               -               -            -               

5,219 983 4,541 3,864 6,457 1,794 △ 2,070

株 式 等 売 却 益 5,545 1,086 4,644 3,864 6,457 1,858 △ 2,006

株 式 等 売 却 損 321 100 100 -               -               63 63

株 式 等 償 却 3 1 1 -               -               -            -               

5,763 4,804 8,866 4,074 7,150 3,002 △ 1,072

18/9期

合 計

18/3期

株 式 等 関 係 損 益

国債等債券関係 損益

16/3期 16/9期 17/3期 17/9期

有価証券ポートフォリオ ② 

＜利回り・売買損益の推移＞ 

（利回りの推移） （単位：％） 

 （売買損益の推移） （単位：百万円） 

前年同期比
増減（P）

0.82 0.86 0.86 0.87 0.84 0.69 △ 0.18

3.29 3.48 3.43 3.86 3.39 3.60 △ 0.26

2.66 2.36 1.68 1.53 1.81 1.53 0.00

1.19 1.27 1.15 1.21 1.31 1.14 △ 0.07

1.72 1.72 1.95 2.03 2.06 2.48 0.45

1.24 1.34 1.29 1.32 1.40 1.19 △ 0.13

18/9期18/3期

合 計

外 貨 建 債

円 貨 建 計

投 資 信 託 等

株 式

円 建 債 券

16/3期 16/9期 17/3期 17/9期
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24 

552 

144 

357 

69 

365 

93 

446 

△ 44 

186 

51 

△ 89 

-200

-100

0

100

200

300

400

500

600

収益 

経費・信用コスト 

信用コスト控除後利益 

マーケット別収益状況 

＜２０１８年９月単月実績＞ 

地公体 一般法人 事業性個人 非事業性個人 
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（百万円） 

 

○算出条件 
 ＜対象＞ 
    融資先に限定 
    財務省向け貸出金および貸付債権等を除く 
 ＜算出期間＞ 
    ２０１８年９月（１か月間）の収益をマーケット別に算出 
 



地域別融資ＲＡＲＯＡ 

＜融資ＲＡＲＯＡ＞ 

 貸出金に関する採算性を評価する指標 

 算式：信用コスト控除後利益／貸出金 

 ※信用コスト＝貸出金平残×デフォルト率×（１－回収率） 

全体の融資ＲＡＲＯＡ ： ０．１１２％ （前年同月比△０．０１９Ｐ） 

対象：債務者区分 正常・要注意先（要管理先を含む） 
    財務省向け貸出金・貸付債権等の本部所管貸出金は除く 
経費：貸出金に係る一般経費のほか住宅ローン団信 
    保険料・消費者ローン保証料を含む 

＜２０１８年９月単月実績＞ 

地域別融資ＲＡＲＯＡ 

（前年同月比） 

地域別ボリューム構成比 

（月中平残） 

地域別貸出金 

平均レート 

峡北地域 

 0.041％ 
（△0.167Ｐ） 

1.355％ 

5％ 

本店甲府地域 

 1.224％ 

33％ 

 0.145％ 
（△0.043Ｐ） 

峡西南地域 

1.385％ 

 △0.007％ 
（△0.050Ｐ） 

5％ 

峡東地域 

1.350％ 

 0.038％ 
（△0.036Ｐ） 

7％ 

郡内地域 

 1.380％ 

 0.062％ 
7％ 

西東京ブロック 

1.254％ 

 0.361％ 
（△0.009Ｐ） 

18％ 

東京ブロック 

0.363％ 

△0.034％ 

（＋0.017Ｐ） 

25％ 

（＋0.028Ｐ） 
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法人推進項目の実績推移 

3,990  

4,008  

4,042  

4,082  

4,083  

4,114  

3,700

3,800

3,900

4,000

4,100

4,200

16/3 16/9 17/3 17/9 18/3 18/9

8,405  

8,629  
8,831  

8,990  
9,220  

9,427  

7,000

8,000

9,000

10,000

16/3 16/9 17/3 17/9 18/3 18/9

給振元受数 「Bizダイレクト」契約数 

148 
185 

239 
262 242 251 

3,068 2,998 3,000 3,050 3,052 
2,922 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

0

100

200

300

400

16/3 16/9 17/3 17/9 18/3 18/9

貿易取扱高・件数の推移（輸出＋輸入取引） 
 

3,471  3,605  3,628  3,840  3,868  4,050  

2,110  2,266  2,247  
2,294  2,278  2,220  

0

2,000

4,000

6,000

16/3 16/9 17/3 17/9 18/3 18/9

5,875 

法人預金残高（平残） 

取扱高（百万米ドル） 

取扱件数（件） 

6,135 
5,581 

定期性 

97 98 100 100 100 103 

0

50

100

16/3 16/9 17/3 17/9 18/3 18/9

「401ｋ」加入企業数累計 

409  
423  

442  
455  

466  475  

200

250

300

350

400

450

500

16/3 16/9 17/3 17/9 18/3 18/9

成長分野向け融資実行額累計 
【日銀資金供給対象債権ベース】 

2012/4   「地域活力強化ファンド」 
       総額200億円にて取扱開始 
2018/9   実行4,856件／約892億円 
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※半期実績 

6,146 

（先） （先） 

6,271 
5,871 

（社） 
（億円） 

（億円） 

流動性 



グループ会社一覧 

会 社 名 山梨中 央保 証㈱ 山梨中銀リース㈱
山 梨 中 銀

ﾃ ﾞ ｨ ｰ ｼ ｰ ｶ ｰ ﾄ ﾞ㈱

山 梨 中 銀

経営ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ㈱

設 立 年 月 日 1986 年 7 月 1 日 1987 年 4 月 6 日 1991 年 7 月 2 日 1996 年 8 月 2 日

資 本 金 ２０ ２０ ２０ ２００

（当行出資比率） （９９．６５％） （３０．２５％） （３０．２５％） （４５．００％）

（グループ出資比率） （９９．８１％） （６１．００％） （６７．５０％） （８７．５０％）

事 業 内 容
信用保証業務

信用調査業務等
リース業務等

クレジットカード

業務等

企業経営に関する

コンサルティング

経済調査業務等

営 業 収 益 　　　　２２４ 　　２，２９７ 　　　　４６３ 　　　　１４９

営 業 利 益 　　　　１６２ 　　　　２４３ 　　　　　　８ 　　　　　３１

経 常 利 益 　　　　１９３ 　　　　２４５ 　　　　　２８ 　　　　　３２

中 間 純 利 益 　　　　１４１ 　　　　１６３ 　　　　　２１ 　　　　　２１

総 資 産 　　８，２９９ 　１０，３９７ 　　３，１９４ 　　１，３５５

純 資 産 　　５，５７１ 　　２，９７６ 　　１，２４６ 　　１，０７１

借 入 金 残 高 　　　　　　－ 　　６，９２０ 　　１，０５７ 　　　　　　－

（うち、当行からの借入金残高） 　　　　　（－） 　（６，２６５） 　（１，０５７） 　　　　　（－）

（単位：百万円、18/9期末） 

―18― 



―19― 

 

山梨県の経済 
 



最近の県内経済動向 

【概 況】 

 山梨県内の景気は、緩やかに回復している。 

 生産面においては、機械工業が増勢を維持している。需

要面においては、個人消費で総じて持ち直しの動きが続

いているほか、設備投資も回復が続いている。 

  

 日銀短観業況D.I.をみると、今年に入り悪化が続いてい

る。先行きについても、製造業、非製造業ともに悪化する

とみられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲ 10 

0

10

20

30

40

16/3 6 9 12 17/3 6 9 12 18/3 6 9 12(予測） 

全産業 製造業 非製造業 

日銀短観業況判断D.I.（県内） 

日銀短観業況判断D.I.（県内） 

6月 9月 12月（予測）

全 産 業 16 12 7

製 造 業 27 18 13

非 製 造 業 6 6 1

12月予測 
 製造業 13 
 全産業   7 
 非製造業   1 

「日本銀行甲府支店」 
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【需要動向】 

 個人消費は、災害の影響で客足の落ち込みがみられた

ものの、食料品や家電品が堅調に推移するなど、総じて

持ち直しの動きが続いている。 

 設備投資は、機械工業を中心に幅広い業種で回復が続

いている。 

   

① 個人消費 

  ・ 大型小売店売上 

   引き続き消費者の節約志向が窺われるものの、概ね 

   前年を上回る水準で推移している。 

  

  ・  新車登録台数 

   昨年の大手自動車メーカーの不正検査問題等が尾を 

   引き、前年を下回る動きが続いている。 

 

 

 

3.8 

▲ 7.3 

▲ 20 

▲ 10 

0

10

20

17/9 10 11 12 18/1 2 3 4 5 6 7 8 9

大型小売店売上高 

新車登録台数（除軽自動車） 

需要動向①（前年比増減率） 

(%) 

「経済産業省」、「日本自動車販売協会連合会」 
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  ・ 観光 ・ レジャー 

   猛暑や天候不順などの影響がみられたものの、全体 

   としては前年並みで推移している。 

             

② 住宅建設 

  今年に入り伸び悩みが続いたものの、足元では持ち 

  直しの動きがみられる。 

 

③  公共工事 

  一進一退を繰り返していたが、今年度前半は前年を 

  上回る動きが続いている。 

 

 

 

 

 

 

 

20.3 

21.9 

▲ 100 

▲ 50 

0

50

100

150

17/9 10 11 12 18/1 2 3 4 5 6 7 8 9

新設住宅着工件数 

公共工事保証請負額 

需要動向②（前年比増減率） 

(%) 

「国土交通省」、「東日本建設業保証㈱」 
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④  設備投資 

  設備投資は、機械工業を中心に幅広い業種で回復が 

  続いている。 

  なお、日銀短観（9月調査）によると、2018年度は製造 

  業、非製造業ともに前年度を上回る計画となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲ 80 

▲ 60 

▲ 40 

▲ 20 

0

20

40

60

80

11 12 13 14 15 16 17 18年度 

全産業 製造業 非製造業 

県内設備投資動向（日銀短観）（前年度比増減率） 
(%) 

「日本銀行甲府支店」 

（計画） 

2018年度計画 
 製造業  19.7 
 全産業  15.8 
 非製造業   8.1 
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鉱工業 

電気機械 

はん用・生産用・業務用機械 

精密機械（旧分類） 

電子部品・デバイス 

情報通信機械 

輸送機械 

鉱工業生産指数（季調済、2010年=100） 
【生産活動】 

 機械工業は、工作機械および関連部品、コンピュータ数

値制御装置関連が高水準で推移している一方、これまで

高操業が続いていた半導体製造装置が増勢鈍化傾向に

ある。 

 地場産業関連は、国内需要の縮小や原材料価格の上

昇などの影響を背景に、全体として厳しい局面が続いてい

る。  

 先行きについては、品目によりばらつきがみられるもの

の、全体としては引き続き機械工業を中心に高水準で推

移するとみられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 「県統計調査課」 
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【雇用情勢】 

   雇用情勢は、緩やかな改善の動きが続いている。 
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「山梨県労働局職業安定部」 
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雇用情勢 

山梨県 全　国

有効求人倍率（9 月） 1.50倍 1.64倍

「厚生労働省」 
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【企業倒産】 

   2018年度上半期（18年4月～9月）の県内企業倒産（負

債総額1千万円以上）は、件数が24件、負債総額が45億

円となった。 

  件数は前年同期比1件（4.3％）増加、負債総額は同 

10億65百万円（19.1％）減少した。 
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山梨県経済の特性・構造 

【山梨県経済の特性】      

  県内経済の実質成長率は、リーマン

ショックの影響等から回復した後、横ばい

圏で推移している。 

   なお、日本経済研究センターの推計に

よると、山梨県の成長率 （2011～2025

年までの平均）は0.4％前後と、全国第34

位となっている（2014年推計）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3,160  

2.2 

1.3 

▲ 10 

▲ 5 

0

5

10

2,800

3,000

3,200

3,400

06 07 08 09 10 11 12 13 14 15年度 

県内総生産（実質、左軸） 

県内経済成長率（実質、右軸） 

国内経済成長率（実質、右軸） 

（十億円） 
(%) 

「内閣府 国民経済計算年報」、「山梨県 県民経済計算年報」 

県内総生産額・経済成長率の推移 
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○ 産業別構成比を全国と比較すると、製造業のウエイトが高い。 
    

 
 

山梨県の経済活動別県内総生産 全国の経済活動別国内総生産 

「山梨県 県民経済計算年報」 「内閣府 国民経済計算年報」 
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【事業所数・従業者数】    
   ○ 事業所数は、輸入品との競争による地場産業の減少や、中心市街地の衰退による小売業の減少などを要因に、1986年を 
    ピークに減少傾向。 
   ○ 従業者数は、生産効率の向上や事業所数の減少に伴う正社員の減少などを背景に、1996年をピークに減少傾向。 
   ○ こうした中、サービス業のうち「医療・福祉」の事業所数･従業者数が増加している。 
   ※2009年以降は「経済センサス」の数値（事業所数、従業員数とも調査対象を拡大しており、2006年までのデータとの連続性はない） 

「総務省 事業所・企業統計調査」、「経済産業省 経済センサス」 

（百カ所） 

県内産業別事業所数の推移 
（民間事業所） 
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「総務省 事業所・企業統計調査」、「経済産業省 経済センサス」 
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【製造品出荷額等の推移】 

   ○ 山梨県の工業構造は、1982年の中央自動車道全線  

        開通と相前後して機械工業の集積が急速に拡大し、現 

        在では製造品出荷額等の約6割を占める。 

 

＜製造品出荷額等＞ 

   ○ 1982年 ： 1兆834億円 

         → 2016年 ： 2兆2,507億円（107.7％増）  

＜全体に占める機械工業の割合＞ 

   ○ 製造品出荷額等に占める機械工業の割合は、63.3％   

     (2016年)であり、全国の同割合46.0％と比較して高 

    い。 
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「山梨県 工業統計調査結果」、「経済産業省 経済センサス」 

山梨県の製造品出荷額等の順位とリーディング産業の変遷 

全国順位 リーディング産業

1950年 40位 繊維

1970年 40位 繊維

1990年 33位 電気機械

2010年 33位 生産用機械

2011年 33位 電気機械

2015年 33位 生産用機械

県内製造品出荷額等の推移 
（十億円） 
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「2017年 山梨県 工業統計調査結果」 

○ 生産用機械、半導体・フラットパネルディスプレイ製造 

  装置等のウエイトが高い。 

○ このほかにも、情報通信機器向けの各種デバイス等、 

  最先端のＩＴ関連産業が集積している。 

○ 中小企業の技術水準も着実に上昇。 

  ニッチマーケットながら国内・世界市場で高シェアを獲得 

  する企業も存在。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

品　　　　　目 出荷額 全国シェア 順位

ミネラルウォーター 440億円 32.7% 1位

数値制御ロボット 2,025億円 69.5% 1位

半導体・ＩＣ測定器 352億円 20.3% 1位

その他の半導体素子 587億円 19.8% 2位

製造品出荷額上位10品目（2016年） 

全国上位の生産品目（2016年） 

（億円） 
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山梨県の県勢・経済指標 

項目 年次 数値 順位 項目 年次 数値 順位 項目 年次 数値 順位

総面積 2017年 4,465k㎡ 32 民営事業所数 2016年 42,387か所 41

可住地面積比率 16年 21.4% 44 製造品出荷額等 16年 22,507億円 34

自然公園面積比率 16年 27.1% 8 同従業員1人当たり 16年 31,615千円 25

総人口 17年 823千人 42 年間商品販売額 14年 16,120億円 42

世帯数 18年 358千世帯 41 同従業員1人当たり 14年 29,818千円 37
平均消費性向
（勤労者世帯）

17年 72.0% 18

年少人口比率 17年 12.0% 33 農業産出額 16年 899億円 34 自家用車保有台数
（ 軽自動車含む ・ 人口千人当たり）

17年 652台 5

生産年齢人口比率 17年 58.2% 21 生産農業所得率 16年 50.6% 2
公立図書館数
（人口1万人当たり）

17年 0.61か所 1

老年人口比率 17年 29.8% 25 新設住宅着工戸数 17年 4,897戸 40
コンビニエンスストア数
（人口10万人当たり）

17年 55.3店 2

人口増加率 17年 △0.77% 34
新設住宅1戸当たり
床面積

17年 101.3㎡ 4
住宅地平均価格
（基準地価・1㎡当たり）

17年 25,000円 35

県内総生産額（実質） 15年度 31,604億円 41 公共工事請負契約額 17年 1,457億円 36 持家比率 13年 70.9% 17

経済成長率（実質） 15年度 2.2% 15 建築着工物床面積 17年 897,172㎡ 40
教育費割合（勤労者
世帯対消費支出）

17年 5.2% 24

1人当たり県民所得 15年度 2,785千円 23 有効求人倍率 17年 1.36倍 31 大学等進学率 17年 56.9% 10

315,007円17年
消費支出
（勤労者世帯1世帯
　当たり1か月平均）

26

22

経済力基本指標 産業関連指標 生活関連指標

2017年
家計実収入
（勤労者世帯1世帯
　当たり1か月平均）

541,690円

○ 総人口全国42位、県内総生産41位など、規模的には下位に位置するが、従業者1人当たりの製造品出荷額など、単位当たり    
      の比率でみると中位にランク。経済活動、生活水準等は比較的良好な水準にあるといえる。 
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